
第17期
中間株主通信

2018年4月1日ー2018年9月30日

証券コード：3646



株主の皆様へ

　株主の皆様におかれましては、常日頃から当社グループの事業へのご理
解とご支援を賜り、誠に有難うございます。
　昨今、企業においては、『働き方改革』に役立つ効率化・生産性向上に関
連するソリューションに対するニーズが一段と高まりつつあります。その
一方で、当社グループが事業領域とする移動サポートの分野においても、出
張の申請・手配・精算や日々の旅費・交通費の精算など、未だに非効率な
事務作業が一般的であるのが実情です。
　当社グループは、公共交通機関の乗換案内を一般コンシューマ向けにご
提供することを中心とする事業構造からの転換、特に、月額課金以外の様々
な収益モデルの開拓に努めておりますが、このような法人顧客のニーズに
対応したソリューションやサービス提供に向けて、様々な取り組みをして
おります。
　代表的な事例としては、2018年7月より自社ブランドのクラウド型旅費
交通費精算サービス「駅探BIZ」の販売を開始いたしました。本サービスは、
普段使っている交通系ＩＣカードの情報を旅費交通費申請データに簡単に
転換できるもので、従来にないレベルで事務作業の効率化を実現するもの
です。ワークフローシステムを提供している多くのパートナー企業様から
も高い評価をいただいているほか、当社としても企業顧客での導入に向け
た営業活動を進めております。
　また、本サービスは、乗換案内を長年提供してきた当社のノウハウを活
用した法人向けの新事業であると同時に、出張関連のサービスを提供する
当社連結子会社の株式会社ビジネストラベルジャパンと顧客・販売パート
ナーなどが共通であることから、グループとしてのシナジー効果も期待で
きると考えております。今後の市場拡大が見込まれる、企業の効率化・生
産性向上に資するサービスを強化し、企業の『働き方改革』の実現に向け
て貢献してまいります。
　一方、コンシューマ向け事業につきましても、個人向けの移動サポート
に必要なサービス強化を継続的に行うと同時に、旅行業をはじめとする新
たな収益源の開拓を進めております。当社グループは個人・法人双方のセ
グメントの事業拡大に向けての開発、マーケティング投資、Ｍ＆Ａなど、今
後も積極的に展開してまいります。当社グループのサービスにつき、これ
からも変らぬご愛顧をいただき、さらに今後の当社グループの進化・成長
をご期待いただきたく、よろしくお願い申し上げます。

株��式��会��社��駅��探
代�表�取�締�役�社�長

中村　太郎



2019年３月期 第２四半期 
決算ハイライト（連結）

売上高は、法人向け事業が
既存顧客からの受注金額の
増加、新規顧客からのス
ポット案件獲得により大幅
増収を達成、コンシューマ
向け事業の減収（前年同期
比）をリカバーし、売上高
全体としては増収となりま
した。

将来の成長に向けた積極的
投資の実施として、新規事
業開拓のための体制強化に
伴う人件費及び採用費の増
加、またコンシューマ向け
旅行販売の売上増加に伴う
商材仕入量の増加により減
益となりました。

売上高 1,489百万円
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第2四半期
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（単位：百万円）

営業利益 261百万円 親会社株主に帰属する
四半期純利益 171百万円

セグメント別売上高の概況

■コンシューマ向け事業
乗換案内月額課金サービスは、減少傾向な
がらも、積極的プロモーションにより減収を
抑制し、底堅く推移しました。トラベル事業
は、商材拡充及びサイト改善により大幅伸
長いたしました。

■法人向け事業
ASPライセンスビジネスは、既存取引先に
対する受注金額が増加、新規顧客等からの
スポット案件の獲得も好調に推移していま
す。また、連結子会社である（株）ビジネ
ストラベルジャパンも連結売上に寄与して
おります。
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※2018年３月期第３四半期より連結決算に移行しているため、2018年３月期第２四半期は単体決算数値としています。



事業トピックス

クラウド型旅費交通費精算サービスの販売開始（2018年7月）

「駅探BIZ」　（国内商標登録申請中）

・ワークフローシステムと連携し、旅費交通費精算を効率化。
・ICカードを活用した独自機能（特許取得済）を実現。
・７月より販売を開始し、代理店網の拡充を推進中。
・展示会への積極出展等、プロモーション活動を推進中。



株式の状況（2018年9月30日現在）

発行可能株式総数 25,635,200株
発行済株式総数  5,478,084株
 （自己株式1,410,716株を除く）
株主数 3,742名

大株主（上位10名）
株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株 式 会 社 Ｃ Ｅ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 1,700,000 31.03
イ ン ク リ メ ン ト・ ピ ー 株 式 会 社 588,000 10.73
神 原 伸 夫 564,000 10.30
株 式 会 社 ぐ る な び 158,200 2.89
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 103,100 1.88
小 田 昌 平 80,200 1.46
太 田 和 幸 68,200 1.24
松 　 岡 　 真 二 郎 52,300 0.95
松 井 榮 藏 50,000 0.91
株 式 会 社 光 通 信 45,300 0.83

（注）   当社は、自己株式を1,410,716株保有しておりますが、左記大株主から
は除外しております。

所有者別分布状況

所有株式数別分布状況

個人・その他 98.10%
金融商品取引業者 0.54%
その他法人 0.64%
外国法人等 0.67%
金融機関 0.05%

個人・その他 56.82%
金融商品取引業者 4.25%
その他法人 36.75%
外国法人等 1.54%
金融機関 0.64%

四半期連結財務諸表／会社情報

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

四半期連結貸借対照表（要約）� （単位：千円）

2018年3月期第3四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、
2018年3月期第2四半期の数値については記載しておりません。
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

四半期連結損益計算書（要約）� （単位：千円）
前　期　末（連結）

2018年3月31日現在
当第２四半期末（連結）

2018年9月30日現在
資産の部
流動資産 2,802,865 2,886,665
固定資産 386,126 365,536
　有形固定資産 57,595 49,749
　無形固定資産 144,279 131,769
　投資その他の資産 184,252 184,016
資産合計 3,188,992 3,252,201

負債の部
流動負債 519,183 428,854
固定負債 32,446 33,332
負債合計 551,629 462,187

純資産の部
株主資本 2,619,515 2,768,846
　資本金 291,956 291,956
　資本剰余金 300,220 302,308
　利益剰余金 2,782,836 2,900,047
　自己株式 △755,497 △725,465
非支配株主持分 17,846 21,167
純資産合計 2,637,362 2,790,014
負債及び純資産合計 3,188,992 3,252,201

当第２四半期末（連結）
2018年4月 1日から
2018年9月30日まで

売上高 1,489,433
売上原価 507,747
売上総利益 981,685
販売費及び一般管理費 720,148
営業利益 261,536
営業外収益 122
営業外費用 251
経常利益 261,407
特別利益 814
特別損失 1,412
税金等調整前四半期純利益 260,809
法人税等 86,080
四半期純利益 174,728
非支配株主に帰属する四半期純利益 3,321
親会社株主に帰属する四半期純利益 171,407



〒106-0031 東京都港区西麻布四丁目16番13号
電話：03-6367-5951

　株主メモ

事業年度   毎年4月1日から翌年3月31日まで
剰余金の配当基準日   3月31日（中間配当を行う場合は9月30日）
定時株主総会   毎年6月下旬
株主名簿管理人   東京都千代田区丸の内一丁目4番1号 

  三井住友信託銀行株式会社
郵便物送付先   〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号 

  三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
（電話照会先） 0120-782-031（フリーダイヤル）
  公告の方法   電子公告により行う 

  ［公告掲載URL］http://ekitan.co.jp/ 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって、電子公告による
公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたしま
す。

会社概要（2018年9月30日現在） 役員（2018年9月30日現在）

商　　　　　号 株式会社 駅探（Ekitan & Co., Ltd.）
資　　本　　金 291百万円
上場証券取引所 東京証券取引所マザーズ
従　業　員　数 70名
所　　在　　地 〒106-0031 
 東京都港区西麻布四丁目16番13号 
 電話：03-6367-5951
主な事業内容  1.   インターネットを利用した情報

提供サービス業並びに情報処理
サービス業

 2.   コンピューターを利用した、ソ
フトウェア・ホームページ等の
企画・開発・デザイン・制作・販売

 3.   情報提供サービス・情報処理サ
ービスに関する調査並びにコン
サルティング業務

代表取締役社長 中村　太郎

常務取締役 大城　敦之

取締役 櫻井　浩司

取締役（非常勤）松木　大輔（社外取締役）

取締役（非常勤）髙木　　茂（社外取締役）

監査役（常　勤）竹谷　敬治（社外監査役）

監査役（非常勤）岡田　　務（社外監査役）

監査役（非常勤）内田　満之（社外監査役）


